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平成 26 年６月 30 日 

各 位 

会 社 名 日本社宅サービス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 笹 晃弘 

 （コード：8945 マザーズ） 

問合せ先 常務取締役 竹村 清紀 

 （TEL．03－5229－8700） 

 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 

 

当社は、平成 26 年６月 30 日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当による自己

株式の処分を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．処分要領 

（１） 処 分 期 日 平成 26 年７月 15 日 

（２） 処 分 株 式 数 普通株式 37,200 株 

（３） 処 分 価 額 １株につき 732 円 

（４） 資 金 調 達 の 額 27,230,400 円 

（５） 募集又は処分方法 第三者割当による処分 

（６） 処 分 予 定 先 笹   晃弘（子会社代表取締役社長及び当社代表取締役社長） 

柳田 繁 （子会社専務取締役） 

竹村 清紀（子会社常務取締役及び当社常務取締役） 

小野 俊一（子会社監査役） 

（７） そ の 他 該当事項はありません 

 

２．処分の目的及び理由 

 当社は、将来の経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするために、本

日現在、自己株式 2,137,348 株（当社発行済普通株式に対する比率は 34.81％）を所有してお

りましたが、本日開催の取締役会にて、第三者割当による自己株式処分を一部行うことを決定

いたしました。 

当該自己株式を処分予定先の各氏が自己資金により取得することにより、当社グループの

連結業績向上への貢献意欲を高めること、ならびに株価変動についてのリスクを株主の皆様

と共有することで、株主価値と企業価値の向上につながるものと考えております。 

 なお、自己資金の一部は、当社の連結子会社であるダイワード株式会社の平成 26 年６月 17

日開催の取締役会及び臨時株主総会において、事業構造の変革及び健全な財務体質への変換

に顕著な功績をあげた処分予定先の各氏の労に報いるため、特別功労報酬として贈呈するこ

とを決議しており、この財産を充当するものとなります。 
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３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

   27,230,400 円 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

 上記差引手取概算額の使途につきましては、平成 27 年６月期の運転資金に全額充当するこ

とを予定しております。なお、調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたしま

す。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

 本自己株式処分により調達した資金につきましては、運転資金に全額充当することを予定

しており、当社の業務運営に資することであり、合理性があるものと考えております。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

当該処分価額は、本自己株式処分にかかる取締役会決議日の直前営業日（平成 26 年６月 27

日）の東京証券取引所における当社普通株式の終値 732 円と同額といたしました。 

なお、当該処分価額と、取締役会決議日の直前営業日までの１ヶ月間、３ヶ月間、及び６

ヶ月間の終値平均値との比較は、次のとおりであります。 

①  取締役会決議日の直前営業日までの１ヶ月間の終値平均値との比較 

ⅰ）期間：平成26年５月28日から平成26年６月27日まで 

ⅱ）取締役会決議日の前日までの１ヶ月間の終値平均値：733 円（円未満切上） 

ⅲ）比較：当該処分価額は上記終値平均値に対しては、0.13％のディスカウント 

② 取締役会決議日の直前営業日までの３ヶ月間の終値平均値との比較 

ⅰ）期間：平成26年３月28日から平成26年６月27日まで 

ⅱ）取締役会決議日の前日までの３ヶ月間の終値平均値：671 円（円未満切上） 

ⅲ）比較：当該処分価額は上記終値平均値に対しては、9.09％のプレミアム 

③ 取締役会決議日の直前営業日までの６ヶ月間の終値平均値との比較 

ⅰ）期間：平成25年12月28日から平成26年６月27日まで 

ⅱ）取締役会決議日の前日までの６ヶ月間の終値平均値：652 円（円未満切上） 

ⅲ）比較：当該処分価額は上記終値平均値に対しては、12.26％のプレミアム 

上記処分価格については、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準

拠するものであり、監査役３名（うち社外監査役２名）は、特に有利な処分価額には該当しな

い旨の意見を表しております。 

 

（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

 今回の処分数量 37,200 株（議決権個数 372 個）の発行済株式総数（6,138,900 株、平成 25

年 12 月 31 日現在）に対する割合は 0.60％、議決権総数（40,008 個、平成 25 年 12 月 31 日現

在）に対する割合は 0.92％であるため、株式の希薄化の程度及び流通市場への影響は軽微で

あると判断しております。 
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６．処分予定先の選定理由等 

（１）処分予定先の概要 

（１） 氏 名 笹   晃弘（割当数 13,700 株） 

（２） 住 所 東京都中央区 

（３） 職 業 の 内 容 会社役員 

（４） 
上 場 会 社 と 

当該個人との間の関係 

当社連結子会社であるダイワード株式会社の代表取締役社長及び当

社の代表取締役社長であります 

 

（１） 氏 名 柳田 繁（割当数 10,600 株） 

（２） 住 所 東京都新宿区 

（３） 職 業 の 内 容 会社役員 

（４） 
上 場 会 社 と 

当該個人との間の関係 
当社連結子会社であるダイワード株式会社の専務取締役であります 

 

（１） 氏 名 竹村 清紀（割当数 7,900 株） 

（２） 住 所 神奈川県横浜市 

（３） 職 業 の 内 容 会社役員 

（４） 
上 場 会 社 と 

当該個人との間の関係 

当社連結子会社であるダイワード株式会社の常務取締役及び当社の

常務取締役であります 

 

（１） 氏 名 小野 俊一（割当数 5,000 株） 

（２） 住 所 千葉県松戸市 

（３） 職 業 の 内 容 会社役員 

（４） 
上 場 会 社 と 

当該個人との間の関係 
当社連結子会社であるダイワード株式会社の監査役であります 

（注）なお、処分予定先の各氏が反社会的勢力とは一切関係がないことを既に確認しており、その旨の確認

書を東京証券取引所に提出しております。 

 

（２）処分予定先を選定した理由 

 上記「２. 処分の目的及び理由」をご参照ください。 

 

（３）処分予定先の保有方針 

処分予定先の各氏からは、本自己株式処分により取得する株式について、中長期的に保有す

る方針であることを確認しております。なお、当社は、処分予定先の各氏から、払込期日より

２年以内に当該株式の全部又は一部を譲渡した場合には、譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲

渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を直ちに当社へ書面により報告する

こと、当社が当該報告内容を東京証券取引所に報告すること、ならびに当該報告内容が公衆の

縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定であります。 
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（４）処分予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

処分予定先の各氏の申告から、本自己株式処分の払込みに要する相当の財産を保有してい

ると判断しております。 

 

７．処分後の大株主及び持株比率 

処分前（平成 25 年 12 月 31 日現在） 処 分 後 

笹   晃弘     6.51％ 笹   晃弘     6.73％

株式会社ベネフィット・ワン   6.33％ 株式会社ベネフィット・ワン   6.33％

日本社宅サービス従業員持株会  3.22％ 日本社宅サービス従業員持株会  3.22％

正木 秀和   2.19％ 正木 秀和   2.19％

水元 公仁  1.87％ 水元 公仁  1.87％

株式会社ＳＢＩ証券 1.52％ 株式会社ＳＢＩ証券 1.52％

東京海上日動火災保険株式会社  1.46％ 東京海上日動火災保険株式会社  1.46％

日本証券金融株式会社  1.37％ 日本証券金融株式会社  1.37％

竹内 理人 1.30％ 竹内 理人 1.30％

上記のほか当社保有の自己株式 34.81％があ

ります。 

上記のほか当社保有の自己株式 34.21％があ

ります。 

（注）持株比率は、発行済株式総数に対する所有株式の割合を記載しております。 

 

８．今後の見通し 

本自己株式処分による当社の平成 26 年６月期の業績に与える影響は軽微であります。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当は、① 希薄化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うもので

はないことから、東京証券取引所の定める上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見

入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成 23 年６月期 平成 24 年６月期 平成 25 年６月期 

連 結 売 上 高 5,918 百万円 6,145 百万円 6,146 百万円

連 結 営 業 利 益 575 百万円 533 百万円 440 百万円

連 結 経 常 利 益 577 百万円 535 百万円 467 百万円

連 結 当 期 純 利 益 285 百万円 307 百万円 211 百万円

１株当たり連結当期純利益 55.94 円 66.58 円 53.52 円

１ 株 当 た り 配 当 金 27.00 円 17.00 円 19.00 円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 361.01 円 426.74 円 493.34 円

（注）当社は、平成 22 年 10 月１日付で当社普通株式１株につき 100 株の割合で株式分割を行い、また、平

成 24 年５月１日付で当社普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。このため、平成 23

年６月期及び平成 24 年６月期の 1株当たり連結当期純利益及び１株当たり連結純資産は、当該株式分割が

期首に行われたものと仮定して算定しております。 
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（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 26 年５月 31 日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 6,156,400 株 100％

現時点の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
― ―

下限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
― ―

上限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
― ―

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成 23 年６月期 平成 24 年６月期 平成 25 年６月期 

始  値 310 円 320 円 308 円

高  値 715 円 358 円 695 円

安  値 514 円 300 円 280 円

終  値 320 円 303 円 448 円

（注）当社は、平成 22 年 10 月１日付で１株を 100 株に、平成 24 年５月１日付で１株を２株に株式分割し

ております。上記株価については、株式分割の実施の前後で株価を連続的にとらえるために、分割後

の値に調整したものを表示しております。 

 

② 最近６か月間の状況 

 
平成 25 年

12 月 

平成 26 年

１月 
２月 ３月 ４月 ５月 

始  値 559 円 605 円 652 円 616 円 644 円 628 円

高  値 600 円 664 円 715 円 645 円 645 円 666 円

安  値 545 円 588 円 602 円 602 円 597 円 628 円

終  値 595 円 658 円 625 円 634 円 633 円 659 円

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成 26 年６月 27 日 

始  値 731 円

高  値 745 円

安  値 728 円

終  値 732 円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

   該当事項はありません。 
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11．処分要項 

（１）処分する株式の種類・数 普通株式 37,200 株 

（２）処分価額   １株につき 金 732 円 

（３）処分価額の総額  27,230,400 円 

（４）処分方法   第三者割当の方法による 

（５）払込期日   平成 26 年７月 15 日 

以 上 

 

 


